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現状と問題点
東日本大震災の災害・事故現場では、モニタリングや制御用の機器が破
損する、誤データが発生する、制御系のバグが出る、訓練不足、適切な
事故対応マニュアルがない、専門家の派遣が間にあわない、コスト削減
でシステムが劣化・陳腐化している等、かねて指摘されていたトラブル
が続発した。一方、新たな問題として、通常時の情報セキュリティシス
テムが非常時に情報伝達の妨げになること、多様化したメディア環境の
中で流通する多品質の巨大な情報に起因する混乱、特に風評被害では情
報そのものの不確実性と情報認知の違いに起因する疑念やバイアスの拡
大が相互に影響し合って、信頼性の高い情報の流通が困難になるという
情報環境の脆弱性が露になった。そしてデータ量の増大と多様化に対応
したオープンデータ、オープンアクセス、リアルタイムモニタリングとデー
タの品質管理のバランス、さらにはサイバーテロへの準備不足もある。 



提言
情報通信技術は人と人をつなぐ手段であり、緊急時には現場の状況に応じて
必要な情報を必要な時に必要な形式で正確に伝達することが求められる。東
日本大震災では多数のネットワークがきめ細かな支援活動をした。一方、東
京電力福島第一原発の事故に関しては、情報の発信側と受け取り側に大きな
乖離があり、事故から３年以上たってもなお、地域に深刻な影響を与えてい
る。前者に関しては災害時にも機能する緊急時情報提供サービスの実現、特
に情報通信技術に不慣れな利用者や非利用者へのライフライン、衣食住、医
療に関する情報提供の改善が必要である。後者に関してはコミュニティの崩
壊や震災関連死の増加という人災が起こった事実を直視し、情報の利用者と
提供者の双方の立場から課題を整理し、情報環境と情報通信技術の利便性を
防災減災に活用し、付随するサイバーテロ、風評被害等の脆弱性を克服し、
社会のレジリエンス向上のための情報通信技術の活用例を示し、世界に提案
すべきである。 
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